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日本農業機械:L業の企業類型

ソーポ γ ・チタサッチャー

I 問題提起

円本の賎業機械て業は第一次世界大戦期に成立したO 現在までの7口年間に，

石油発動機から始まり動力耕転機を経て，現在いわゆる「三種の神器」と呼ば

れているトラグター，田植機，コンパイ y を生産するまでに至った。すなわち，

日本の決業機械工業は稲作農業の機械{じを中心課題として発展してきたのであ

り，いわゆる「稲作の機戒化一貫体系J" はようやく 1970年頃に完成されたの

である。その後，農業機械工業は石油危機とL寸不利な環境下に置かれていた

にもかかわらず，高度成長 (1973~77年〉を続けることができた。ところが，

1978年実施の第二次減反政策により，一転して低成長を余儀なくされるに至っ

た。現在厳しい経営環境の中で，農業機械製造企業は合理化を凶りつつ業界の

再編成を進めている。それまでも生産・販売り系列化は少数の大企業主中心と

して進められてきたが， ζ の系列化は一層強化されつつある。

技術史的に見れば，農業機械工業における大企業の成長は，汎用化かっ小型

化された石油発動機を拡載した動力耕転機の出現によって，決定的影響を受け

た。その結果，動力機を自製するか否かが，現在の農機製造大企業を二つの類

型に分ける基本標識となってい品。すなわち，それが「専業企業J及び「兼業

企業」幻という二つの群を生み出すことになったからである。とりわけ後者は，

原動機，建設機械，輸送用機械等の製造企業を含んでおり， これらの企業はエ

ンジ Y 内製を武器にして. 19flO年頃から農機部門へ進出しはじめたのである冶

1) 林義雄「日本型稲作機械化貫体系の形成とその効果J貝原基介編『稲作の機制tJ農業信用
保険協会. 1町 6年.58ページ。

2) r専業企業」と「兼業企業」については次節で述べる。
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現在では稲作関連農機の総生産台数において， 大手企業 4社で80%以上の
ぉ

シェアを有しており，業界の寡占化傾向が強まっている。大企業と中小企業と

の聞には系列化が進行しており，少数の犬企業は，農機生産の動向を決定しう

るほどの支配的影響力をすでに行使している。こうした状況に置かれている農

業機械工業主，大企業主中心とするグループごとに，系列関係に焦点をあてて

分析することが本稿の課題である。

II 農業桜械工業の統計的分析

本論に入る前に農業機械下業の概念，経営規模，生産機種について概括的に

ふれてお〈ことにする。農業機械工業(以下「農機工業」と略す〕は，一般に

機械工業のうちの一般機械製造業の中に含まれている。 r農業用機械製造業」

は「主として耕転・整地・栽培・管理・収穫・調整用，その他の農業用に使用

される機械〔トラクターを除りを製造する事業所」ω と定義されている。農

業機械を大別すると耕伝・整地用機械J. r栽培用機械J. r管理用機峨J.

「収穫調整用機械J.r穀物処理用機械」に分類される。ところが，以上の定義

は現在では不十分なものとなった。というのは農用トラクターは日本では1955

年頃まで，北海道を除いてほとんど存在しなかったため，統計分類ではトラク

ターを一括Lて建設・鉱山機械の範鴎に入れてきた。しかし最近では，農用ト

ラグターの生産が盛んになってきており，従来の統計分類は実態にそくわなく

なっている。 r日本標準産業分類」において建設・鉱山機械のうちの装輪式ト

ラクタ はほとんど農用トラクターであるヘ本稿の分析対象とした農機工業

とは，上述の稲作農作業 5段階で使用される機械，すなわち第1図で見られる

ようにいわゆる「稲作機現化一貫体系」と呼ばれている各種の農業機械及びそ

の付属品，作業機(アタッ手メント類)などを製造販売Lている企業である。

次に経営規模別について見ると. 1978年現在の稲作用農機以外の製造企業を

3) 行政管理庁『日本標準産業分類 1976年 5月改訂J1978年. 229ベータ0

4) 武同時夫『機械芸界』教育社 1975年.341ベージ。
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〔協力者] 和歌山市津奏在住，大場幹夫氏(兼業農家〉からの聞き取り， 198C年10月。

(注) ー→印は，稲作目各作業段階の順序

司令印は，各作業段捕で使用する農機温

なお， i湛水土壌中直播機Jもすでに商品化(ヤンマ 農機〉されている(日経産業新聞. 1983年 2月16日付;。

(住〉は筆者によあ。
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も含めてその数は 4141土を数える日。これを従業者規模別で見ると， 1，000人 以

上が 6社， 300~999人が14社， 300人未満が394:/11:なっている。また資本金別

では 1億円未満の規模のものが 383社で約 93%を占めている。つまり中小企

業が圧倒的に多いことが窺えるのである。このような少数の大企業と多数の中

小企業から構成されている農機工業を，その生産機種別に見る場合，稲作農業

向けの機械を主として製造している企業 141社を分析対象とするべまずこの

141社を資本金別・従業者数別に分けると第 1 ・2表ωょうであり， 中小企業

がほぼ 8割を占めてL、る。とりわ日資本金1，000~5，000万円ないし従業者100人

未満の規模のものが最も多い。反対に， 10億円以上ないし 1，000人以上の規模

をもっ大企業は10社ほどにすぎず，これが後述の専業及び兼業大企業に分けら

れるのである。

第1表資本金規模別企業数(1980年〉

資本金規模 |実数|曙F
100億円以上 2 1.4 

10億"""，100億円 8 5.7 

1 億~10億円 22 15.7 

5 ，000万~1 億円 16 11.3 

1，000万"""'5，000万円 63 44.7 

1，000万円未満 30 21.3 

合 官十 141 100 

[資料〕 新農林社『主要農機商ム業信用
録Jl1981年，より作成。
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5，000人以上 2 1.1 

1，日目。人~5，000人 8 5.7 

500人"，，-，1，000人 6 4.2 

300人~.500人 9 6.4 

100人~300人 39 27.6 

100人未満 77 54.6 

合 竺と竺言十

〔資料日第1表と同じ。

ょう。

さらに農機製造企業を規模別，類型別に見る場合，第 3表のように分類でき

5) ただし，従某者規模却人以上回企業数である(通尚産業面『昭和国年工聾杭計表一一企業編』
1980年， 219ヘ ジ〉。なお.これら414社のうち日本農業機械工業会に加盟しているものは129仕
である。 20人以下の小規模企業を含めると1，000社以上もあるといわれている。

6) 本揮での分析に当たって，新農林社編『主要農機商工業信用録JI1981年を主資料として使用し
た。収録企業数227社のうち，稲作用農機を製b量販売している企業141社を故き出して分析対象と

し7ご。
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2E哩空l

大企業

中企業

小企業

(ユ) 大企業

第132巻第3・4号

第 3表規模別，類型別企業数 (1980年〉

' 専業企業

資本金規模 10億円以上

企業数 2社

資本金規模 5~10億円未満

f各機種専門企業 4社
企業数 1

l作業機製造企業 2社

資本金規模 5億円未満

[各機種専門企業 82社
企業数 i

l作業機製造企業 43社

兼業企業

資本金規模 10億円以上

企業数 8社

〔注)1 防除機の専門製造企業である
東京にある共立は，資本金18億
円の規模をもっているが，各機
種専門企業とみなすため，ここ
では一応中企業の範暗に入れる
ことにする。

2 兼業企業8社のうち，富士ロ
ピンの資本金はb億6千万円で
あるが，第6表に示している耕
転機の生産集中度が最も高いた
め， ここでは大企業とみなす。

本稿ては，大企業を資本金10億円以上の企業規模のものとする。この層の企

業数は10社あり，これは兼業企業自社と専業企業 2社からなるo ここでは，専

業企業とは企業立地の条件と Lてその農村地域の営良形態に直接の影響を受け

ながら発展してきた企業であ句，農機の各機種を専門的に製造している企業を

意味するの第4表で示しているように，井関農機と三菱農機はこの類の企業で

ある。他方，兼業企業とは兼営部門として農機の製造を行っている企業であり，

ζの類の企業は第5表で見られるように， 8社のうち鉄管・パイプ製造業者及

第4表専業大企業 2社の構成(198年〉

| 本柑社虹肌(包工瑚場船) I 郡葬払")戸|閃従業戸勢怠| 宮芽づ叩叶)1 売魁上構糊成比蹄率(∞m 

井矧関醐 | 
融

三説菱掛良醐機配| 吋言引)川I 2前附刊6イI 2，9叫刷州イ穀騨Z欝艶h誹語謂
[資料] 井関農機は「有価証券報告書総覧J198C年，三菱農機は日本経済新聞社『会社能覧』



第5蓑兼業大企業自社の構成(1980年〕

捌 1 資本金|僻者数| 売上高田円1 • 11Iin'l:Jt 
沼万円)1 人)1総売上高| うち農機部門・構成比 | 

久 保田鉄工 戸 官 副 65，
6751ー…1 1町町広 I~得税法第七

ヤンマー農機?些)… _~~941_122，617 1 親切鞠ヤ|量豊富ば需伊6 ，
セイレイ工業Elitじ竺1__ 2~出品2570星回!智弘産業柳l その
本田技研工業|東京〈浜松)1 担問 山 LO… 甑8続出品機|駒子弘日車2丘四

石川l島芝浦機械|東京備制 山 1，745140，501 1トヲrii?8h81開 21G消防

ァ|東京(E引 2，0171 …1叫コ三171務Lチェ|韓併:桂襲警26￥
ピン|東京(沼津)1 日o1 判削91重苦手:韓日|離:

県三年五i東京世間 … w01 1 lFii品目:長
各社の「有価証券報告書総覧J1980年及び日本経済新聞社『会北総覧~， w会社年鑑J1981年により作成。

ヤンマ 農機は製造企業ではなく， i"ンマーディーゼルグループの販売会社である。

本田技研工業と小松ゼノアの農機部門売上高には農機以外のものも含まれている。
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び原動機製造業者を筆頭に，輸送用機械・建設機械製造業者等からなっている。

以上の大企業層に属してじる製造企業10社のもっている特徴は，いずれも稲

作用農機を製造するに当たって代表的な大型機種，すなわちトラグタ ，田植

機，コンパインのような燐種のみ自製し亡3 小型機種ないし付属品，作業機の

ようなものについては系列会社との生産・販売提携を行って c.ることである。

(2) 中企業

資本金 5~10億円未満の規模をもっ企業数は 6 社あり，いずれの企業も専業

企業である。との層の企業を犬き〈分ければ I各機種専門企業」と「作業機

製造企業」に分類される。各機種専門企業とは，単一機種ないし数機種の製造

lこ特化している企業である。企業数は 4社を数え，主として防除機，整地用・

調整用機械の製造を行っている。たとえば，防除機の専門製造企業には共立と

丸山製作所があり，整地用機械では東洋社，調整用機械でほ野田産業がそれぞ

れの専門企業である。他方，作業機製造企業とは耕転機ヲ Fターなどに取

り羽町られる作業用農機具(たとえば，プラウ，ハロー等のようなアタッチメ Y

T類なのを製造している企業を意味する。この類の製造企業は，全国各地の

営農形態に適合的な，地域性の強い農機具を専門的に生産しており 中企業層

に属するスター農機と高北農機を除けば，ほとんどが後述の小規模企業である。

この層の製造企業は，上述の専業大企業と同様に，自立的に製造販売を行っ

ている点が特徴的である。つまり，これbの企業は一定程度の資金調達能力を

もち， また独自の流通経路を確保でき品ため，他の大企業に属すること t"， <. 

自立的に大量生産・販売を行うことが可能である。

(3) 小企業

資本金 5億円未満の小規模企業 125社は，各機種専門企業82社と作業機製造

企業43社からな η ている。このような多数の小規模企業は，自立的に製造販売

しているものもあれば，他の企業の下請製造ないし販売提携を行っているもの

もある。前者ば，自立性では前出の大・中規模企業とは変わらないが，後者は

資金力，生産能力ならびに流通経路に限界があるため，大企業に従属しその系
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列の中に組み込まれざるをえない。

以上のような分類からわかぶように，専業・兼業企業の二類型に分かれる大

企業10社は，いずれも稲作用の全機種を自社製造するか，系列会社との生産・

販売提携を行っている。これら大企業による主要農機の生産集中度を見てみる

と，第6表のようである。当業界の上位4社すなわち久保田鉄工，ヤソマー農

機，井関農機，三菱農機が農機総生産台数の約 7~8 割の V =r- アを占めており，

寡占体制を作り上げている。とのような犬企業群は，上述したように専業企業

2社と兼業全業8社から構成されている。次節では，両類型の対比を行いなが

らそれぞれの特質を把握したい。

第6表主要農機の企業別生産集中度 (198C年，生産台数のみ) C単位克〉

エ~~I 耕転機|トラクタ=l田植機 1 コンパイシ|バインダー
久保田鉄工 15.6 34.9 30.2 29.7 43.3 

ヤンマー農機 12.1 18.0 17.2 26.1 27.5 

兼業企業小計 27.7 52.9 47.4 55.8 70.8 

井関農機 12.5 15.6 33.7 24.8 15.1 

三菱農機 6.8 9.6 11.8 15.7 9.2 

専業f企業f卜計 19.3 25.2 45.5 40.5 24.3 

そ の イ也 53.0 21.9 7.1 3.7 4.9 

合 100.0 100.0 10日。 100.0 100.0 

備考生産台数〈台〉 82，600 101，500 

[資料] 京都府経済農業協同組合連合会「農業機械技術指導員大会資料J1981年， 8ベージ，よ
り部分的加筆り上，引用。

(注)1 耕転機の「その他」の欄には，石川島芝浦機械7.7%と富士ロピン24.0;百を含んでし占。
2 トラクタ '0 iそω他」の欄には，石川島芝浦機械18.6.9百を古んでいる。

III 農機大企業の類型構成

1 第一類理一←専業大企業

井関農機と三菱農機は，農機専業企業として発展してきたわ。両社の社史は

7) 両社の歴史的発展について，詳し〈は井捌農機株式会社『井関邦三郎伝~ 1972年及口佐藤造ノ
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農機工業史と時期的に重なり合う o 井関農機は最大の農機専業企業であり，初

代社長井関邦三郎が1926竿松山市に井関農具商会を創立し，水田中耕除草機と

籾摺機の製造販売を開始したことから始まる。他方，三菱農機は旧名佐藤造機

が佐藤忠次郎によって1911年島根県東出雲町に設立され，f下関と同じように水

田中耕除苧機のほかに脱穀機を改良Lて製造販売を開始Lた。 1980年に佐藤造

機を存続会社とし，三菱機器販売"'を非存続全社主して対等合併Lて発足し?と

会社が三菱農機である。前出の第4表で示している井関農機と三菱農機の生産

機種構成を見ると，両社とも稲作用の全機種にわたって生産を行っていること

がわかる。それでは，両社の特徴はどのような点に認められるのか。

まず井関が松山，三菱が出雲という両社の立地灸件からわかるように，いず

れもそれぞれの立地する農業地域の営農形態に直接の影響を受けながら，発展

を遂げてきたことで共通している。両社とも創業当初は鍛冶屋を経蛍L 主と

して水田中耕除草機や脱穀機，籾摺機等を製造販売している。と bわけ旧佐藤

造機の場合，水田中耕除草機と脱穀機の生産については，中国産地の「たたら

製鉄」と結びついて，千歯扱きの特産地となっていた倉吉が近くにあったこと

が注意されなければな bないヘ

次に， 1950年代に入ってから動力耕訟機の生産を開始するに当たって，而杜

ともそれまでzγ ジ Y の内製を行ってこなかったことが問題となった。本来は

原動機製造企業ないし輸送・建設機械製造企業であるような，兼業企業と呼ば

れるべきものが農機部門に進Hiすることが盛んに行われた当時においては，エ

¥、機株式会社 W50年の夢み一-j&藤造機株式会社Jl1964午，を参照。
8) 当社は1954年資本金200万円で新ライト株式会社として設立され， 1956年西日本メイキ. 57年
西部新菱農機， 1%1.:1年西部三菱農機服売と改称されたo 1971年三菱機器服売に変更して北海道三
塾長機販売j 東部菱農機械販売，中部三菱農機販売を合併した。事業内容は主に農業機械の販売
を行い， とりわ円旧佐藤造機と農協の取引はきわめて多かった(日本経済新聞社編『会社総覧
来土場会社版c~ 1979咋， 1572ベージL

9) 当時四水田中耕除草機は，中井太一郎 (1831-1913年，鳥取県東伯郡小嶋村の豪農〉によって
政良考案された「士 市」と呼ばれ，この晶機具は日木農業技術史に一段階を画するもむとされ
ている(清水浩「農機具発達の一段階」農業発達史調査会編『日本農業発達史』第4巻所収，中
止公論社， 1954年， 289~96ペ ジ〉。 なお，千歯担きについては，福本和夫『日本工業の曹関
期』未来社.1962年， 36-42へ ジを参照氾
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これをもたない専業企業より有利でγジy の内製部門をもっ兼業企業の方が，

それではなぜ専業企業はエンジン内製を行わなかったかと

いうことについては，次のようなことで説明できると思われる。すなわち，従

来機種の定置作業用農機〈脱穀機，籾摺機等〉は，新しく出現した移動作業用

の動力耕伝機のようにほ， 専

あっ 7こか bである。

直接原動機を搭載しない機構になっていたため，

業企業が自らエンジン生産まで行う必要性はなかったのであるのそれゆえ，

Y ジン牛産技術を欠いたまま成長してきた農機専業企業にとっては，原動機専

門製造企業からエンジ Y 主購入した方がコスト上有利であったであろう。そこ

井関はエンジンの一部を当時の川崎航空機から独占的に購入し，ほかにも

旧佐藤造機とともに新三菱重工から調達して，

転機に搭載して，製造販売を行うようになったのである川。

エ

両社ともそれぞれ自社生産の耕

で，

以上のように，在村の鍛冶屋として調整用機械の生産 農機専業製造企業

成長のための典型的な分野一一ーから始まった点と，エンジンを他社に依存して

いる点とに，農機工業における専業大企業の基本的特徴が求められるといえよ

』

つ。

第二類型一一兼業大企業2 

鉄管・より類型に属寸る企業自社主大きく分日れば，すでに述べたように，

農機部(第 5表〉。原動機・輸送用機械・建設機械製造業者などに分類できる

1
1
 

久保田鉄工が兼業企業であるにもかかわらず，門の売上高順位から見れば，

こうした多様な製造企業から構成き業界の最大手であることが注目に値する。

考察してみ

10) 井関が動力耕転機分野に参入するに当たって，社内には当初かなりの反対があった勺その論拠
は， とりわけ '(1)主力製品の脱穀機や籾摺機の生産で手杯である。 (2)耕転機の生産を始めれ
ば，久保田と競合し，これまで両社が提携じてき介販売ネットにひびが入忍 I(井関農揖札前調
書. 273~74ペーシ〉の 2 点であった。結局， !l関は動力耕転機は生産すξがエンジンは内製L

ないとL、う意巴、決定を行った。とまれ， ζの怠思決定の遅れが，世述するように，井関白耕転機
生産への進出に遅れをとらせる原因となったのである。なお同社は，現在松山工場におい亡エン
シン生産工場の設置計画を進めており，そ山際エンジン技術の噂入先lよ主としていすX自動車で
ある。

いかなる点を共通の特徴2こしているかについて，れる兼業企業は，

よ弓。
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まず立地では，専業企業の地方性と対照的に，兼業企業のほとんど(岡山市

のセイレイ工業主除く)fJ;東京，大阪のような大都市に集中していることが特

徴的である。次に，兼業企業のほとんどが農機部門に進出しはじめたのは， し、

ずれも 1946年から55年の聞でb ったiヘとりわけ第二次大戦直後に， 大企業に

よる農用発動機部門への進出が目立った。 というのも，発動機部門の戦後民需

当時の農品会辛とともに会直j量産虫食転換がきわめて円滑に行われえたのは，

の下で， 農業発動機の需要が急速に増大したからである。 この情勢下で各兼業

大企業ば，農用発動機生産や媒介にして， 農機牛産そのものに参入したのであ

る。 こうした戦略を展開した企業群の中で， 久保田とヤ γ マーは最も典型的な

事例である。

久保田山の場合は， 1890年久保田権四郎によって大阪市に水道用及びガス用

鋳鉄管の製造をもって創業された。当時上水道に続いてガス事業が全国に普及

する時期であったので，鋳鉄管の売上が急速に上昇した。この限りでは，久保

田の企業成長は当初から都市成長と歩みをともにした点が窺えよう。後に鉄管

需要が漸次減少しはじめると，第一次大戦の勃発にともなう銑鉄価格の暴騰に

よって原料高製品安となり，経営不振がもたらされた。これが，久保田をして

機械部門に進出させる契機となったのである。 ここでとくに注目すべきことは，

久保田がこの時期に農工用発動機の生産に進出したことである。これは， 第二

次大戦後1947年に， 動力耕転機の製造販売の開始をもって久保田が農機部門に

本格的lこ参入してい〈ための， 第歩となった。 ζ のように久保田の特質は，

鋳管という特殊製品の開発を起点として， 金属加工技術を確立した後， エン:/

ソ製造を手がけ， さらに多角的経営の 環 Eして農機部門に進出するという，

技術的蓄積の連続伸にあるn

ヤンマー'"'については，大阪市でガ月発動機製造から創業した山岡発動機工

11) 詳しくは，新農林社編『農機産業百年JI1968年I 135.--51ヘ)ジを審問。
12) 久保田鉄工の発展史については，久保田鉄工株式会社「久保田鉄工八十年の者み~ 1970年及び

『久保田鉄工最近十年の歩みJl1980年，を参照。
13) ヤンマーディーゼルの発展史については，ヤンマ ディーゼル株式会社「ヤンマ←50年小史j/'
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作所が， 1917年から石油発動機生産に着手 L，1921年にヤ Yマーの商標ではじ

めて農業用右油発動機を発表しミ，動力籾摺機の販売を開始した。 1933平に小

型横形ディーゼルェ γ ジγ を完成した後，ディーゼノレエ Yジyのほかに，また

小型建設機械，船耐関連機器，ロータリー船外機などの生産にも参入している。

同社が農機部門の生産販売に本格的に進山したのは，ヤ Y マ一良機を設立した

1961年である。ヤ γ マー農機は農機販売会社として，ヤンマーディーゼノレのほ

か I~，農機の各機種専門企業である岡山の藤井製作所，高知の協和農機，福岡

の竹下鉄工，静岡のニューデルタ工業が出資 Lて設立された。エンジンはヤ γ

マーディーゼノレ，耕怒機は藤井製作所と竹下鉄工，籾摺機中脱穀機は協和農機，

防除機はニューデノレタ工業から供給を受けて，その販売に当たっている。この

ように，石油発動機か b出発して農機部門に参入するというヤンマーの企業戦

略は，基本的には久保田のそれと似ており，農機工業における兼業大企業の典

型的事例である。

久保田とヤ γ マーと類似した事例として，建設機械製造企業である小松製作

所グノレープ，.，と，自動車製造業の本田技研を挙げることができる。小松の場合

は，鋳鋼，機械製造から発足して，建設機械と農業機械とにほぼ同時に進出し

はじめたのであり，技術的に見れば建設機械と農業機械との聞の技術的相似性

を基盤としているといえよう。他方，本田技研の場合は本格的に農機部門生産

に参入したのは， 1959年にエンジン・ミッショ γ直結式耕転機D製造販売を開

始した時である。同耕転機は，ミッショ Y とギアーとエンジ γ を同 のケ ス

に内蔵したもので，いわゆる「ワンボディ 耕転機」と呼ばれ，斬新な技術が

反響を呼んだ'"。基本的な技術を見れば，自動車のそれとそれほど変わらない

¥19田年五び『朝料報国一一→ヤツマー70年のあゆみJ198.'3年，を事照。
14) ノJ松製作所を中心とする畏機製造企業の誇関連企業を意味し， ，j悦ゼノア株式会社e'j松イン

タ ナショナル製造林式会社がある〈第5表〉。詳しくは，株式会社，j松製作所町、松製作所主
十年のさ伊み.ll1971年及びづ、松インタ}ナνョナル製造株式会社『十年のあゆみ.ll1975年， を参
照。

15) 岸田義国編『農機工業の変遷一一戦櫨2C年(1945-65年)~新農林社. 1965年， 76へージ。ま
た同耕転機ほ， I小型で重心が低<，安定し取扱いが容易で，且つ伝噂装置も直結方式を採用
するから，伝導効率も高い」という評判であった〈向上， 73ベージ〉。さらに同機に関する技術ノ
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点が注目に値する G つまり，本田が動力耕転機の生産を手がけることができた

エンジンの内製をそこに乗用車生産技術を比較的容易に応用できた点にのは，

まず

あるといえよう。

以上主要約すると，兼業大企業の特質は次のようになろう。すなわち，

石油発動機の製造はい Fれの企業においても， 農機部門進出のための共通の前

いずれの場合も企業成長のたてし礎基を
・
て

術
・
し

技
・
と

造
・
環

製
・
一

の
・
の

れ
・
略

こ
・
戦

-レ
u

o

イ

た
・
角

つ
・
多

あ
・
の

で
占
師

件
・
製

条

の

捉

め とりわけ動力耕転機の生産に農機生産，

上述の石油発動機の内製以外に，参入したというととなのである。との場合，

農機のそれと何らかの関連性をもつこと

が前提条件となっている。つまり，農機と他種機械の生産技術の相似性すなわ

ち応用可能性が，兼業大企業を成立させる上で必要条件となっている，

ことが考えられるのである。

という

従来手がけてきた分野の生産技術が，

問題点の検討

兼業というこつの企業類型を生み出したことにより，

より立ち入った考察を加えてみた

日本の

3 

ここで，専業，

農機工業が抱えるに至った問題点について，

L 、。

専

業企業の場合はその立地地域の営農形態に直接結びつきながら， 農機具を製

造・修理する在村の鍛冶屋，いわゆる合鍛冶として発足したので，車内tJ¥;1i洛

まず両類型の立地条件の相違の意味を再考しよう。すでに述べたように，

が相対的に強い。これに対して兼業企業の場合は，大都市に集中的に立地して

おり，町工場から出発したものが多〈，それゆえ都市的性格が強い。 しかも創

第二次大戦直後に転換工場として農機業時から農機具を手がけたのではな〈，

部門に進出 Lたものが主である。

兼業大企業の農機分野への参入は，長用発動機生産の開始が契機止なって，

¥、の良さが次のように記されている。つまり j 本田の耕転機の出現によって「これまでのメ カー

の技術的水準というか技捕の殻を破ると同時にこれまでの業界においてはかつてみられなかった
合金品 r;1it品垂品正 l~ -ë ;';7< よる ιニムl長会 G oh.占』と許価されているのである〈同上1
72へ ジ，傍点は引用者による〉。
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1950年代以降の動力耕転機の出現とともに可能となった。これは，耕転機に搭

載するよ予i;yあふ主化がこれら大企業の農機分野への進出を有利にしたから

である。しかし，このような技術的条件に支えられて，経営多角化の一環と L

て農機分野に参入したことは，経営環境が悪化すれば，逆に農機分野から徹返

することもありうることを示唆する。

これに対し専業企業はユンジン内製を行わないため，他社からの供給に待つ

ほかはなし動力耕転機生産に踏み出したのはかえって兼業企業より遅れてし

まったのである。日本農業が本格的機械化段階に突入しようと Lた動力耕転機

の出現時点において，在来専業企業が遅れを土ったことは，農機業界にjJljの新

しい問題を生み出すことになった。このことは，農業機械工業が日本において，

一つの産業部門としてはたしてどこまで存立しえるのか，という疑問を投Lすか

刊させるほどの，構造的不安定性を抱えていることに関連Lているo

IV 系列化と流通経路

動力耕転機の生産に非農機大企業の参入が目立った1950年代頃には，大企業

を中心として生産・販売体制の系列化も進行し，農機業界の再編成がもたらさ

れた。そこで，次にこうした系列化の過程を分析することにする。と同時に，

販売体制の強化過程において，現在燥機販売制の一大部分を構成している，農

協経由のいわゆる「系統ノレート」との形成についても考察してみたい。

まず系列化過程の始点は，耕転機の生産が仲ひはじめた1954~58年頃である。

58年頃までには上述したように兼業企業のほかに，専業企業もそのほとんどが

耕転機生産を開始していた。その数は. 1955年に約 100社にのぼ η た左いう 16)。

16) 代表的な製造企業としては，原動強製造企業である三菱重工業，久保田鉄工，ヤンマ ディ

七ノレ，輸送用機械製造企業では，宮土重工業，石川島播磨機械， トヨタ自動寧，木田技研工業な
ど，また建設機械製造企業の小松製作所等々が羊げられる。そDほかに，農機専業企業としては
井関農機，旧佐藤造成細王骨く東京).来梓止〈大阪).鈴江〈高知).協和〈高知).藤井〈岡
山λ竹下〔福岡〕等(後3社はヤンマ一系企業)が挙げられる〔高橋満「農機具一一f楼紙化貧

乏』に巣くう独占資本j大内力縮『農業をとりまく新環境1御茶の水書房， 196~年所収， 210ベ

ジ〉。
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三菱重工業

第2図

小橋工業 (耕転Is)

太 陽 防(耕転爪)
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ーーーーー一一フイアット社(伊)
(7イア yト トラクター〉

小柄工業 (耕転爪)

大正工業 (措腕・育苗探)

啓文社 {育出抗日)
水月産業 (桃和、爪)

大利精工 (動散、パラマキ出)

井手車刺 (迎搬車)

間山農栄t[:(刈払・米選・搬送機)

斉藤島機 (カッター)

肝同 1m業 (税問機)

飯凹製作所(ハーベスター、Il見殺機)

細川製作所 (精米機)

佐竹製抗所 (乾燥機)

ジョンディ 7社(米)
(γョンデイア トラクター

ヤンマーデイーゼJレ

セイレイ工業(パイシ!f-、テイヲヘヨシパイン)
神崎市級工機(田植機)

ニューデルタ(防除機、管理機)

細川製作所(精米機)

「一一小梢工業 (軒目玉爪)

太 陽 (耕転爪)
大正工業 (括種背苗訴)

件 文 社 (育苗ttD
111木製作所(コンパインカッター)

八鹿鉄工(コンハインカッター)

金子長機 (乾燥機)



~.J'トア社(チェヨ〕

「 【工~ポルシェ社(西独)

三菱重工業

ヰセキカワサキ

小橋工業 (耕転爪)

太 陽 (耕転爪)

大 E工業 (播種・育苗揺)

啓文社 (育苗器)

佐竹製作所 (乾燥機)
有光工業 防除機〕

初回工業 (防除機)
八鹿鉄工(コンパインカッター)

金子農機 (乾燥機)

回
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山悶製作所(籾m機、ノ、]ベスター)

山本製作所(愛媛)(ロータリー)

邦栄工業(カッター、テイラー)

新潟井関(パインダー、回植機)
三兼 L 業(1lJ植機)

音戸製作所(耕転機)

全民調査，前蝿「農業機械技術指導員人会資料J15ページ，に引用。これに部分的訓n~立の上， ，I!lIo 

ー→系列目提携関係

E二金子会社

→叫タエンジン供給

凶--+ トヲクターの技術目販売提蛾

に注〕は筆者による。

〔資料〕

〈注〉
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H
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その後1958年に景気後退及び過剰投資のため，大部分の製造企業が倒産するか，

転業を余儀なくされた'"。こうした状況の下に，大企業による生産・販売の系

列化が始まったのである o 武井昭氏によると， r耕転機の技術的改良の過程は

そのまま農機製造業界の再編成の過程」であり， したがって「メーカーはそれ

ぞれ新技術を採用し新製品を作り出す乙とによって販路の拡張競争に勝たねば

ならない。その結果，資本力のある大企業が中小企業をその系列下に組み入れ

るJ'引過程が進行するのである。こうした生産・販売の系列化の動きの中では，

より有利な販売条件を備えるために，生産機種をワンセットにそろえる必要が

あるのと前出の第 6表でも見たように，少数の大企業への生産の集中が強化

きれてき介。その際司より効率的にワ γ セット販売を可能にするために，一定

のコストで内製できない機種があれば，当該機種の専門企業ないし作業機製造

企業を系列会社にするか，または提携契約を結んで当該機種の委託生産販売を

行ってきた。ここで第2図で示されている井関農機の事例を見てみよう。

井関農機は， 1965年当時四国製作所，邦栄工業を資本系列下に置いたうえ，

防除機についても有光農機と買取契約を結んでいるが，他方エンジンは当時の

川崎航空機，新三菱重工から，またケロシγ ェ γ ジンは日産車体工機から全面

拘に供給される関係を作り上げ，ディーゼノレについては， ビクター・オートを

資本系列化して，自己の傘下に収めている山。 Lたがって，最近では同図で示

されるように，四国製作所と邦栄工業以外にも山本製作所，新潟井関，と二兼一じ

業，百一戸製作所を資本系列に組み入れ，それぞれの会社に主と L て大型機種

(整地用，栽L苦用，収穫調整用の諸機種〉を製造させている。また作業機や管

理機のほとんどについては， それぞれの専門企業と生産・販売提携を行ってい

る。

さて，大企業を中心とする販売系列化の過程の下で，農機の流通網における

17) 1958-53年の間に倒産企業は30社，業種転換を行ったものが'"社を数えたというく同上論文ョ
211ベ←ジ〕。

18) 武井昭『日本農業の機械化』大明堂.197J年， 81へ ジ。
19) 高橋，前掲論士， 21l~12ベジ。
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農協の果たす役割も増大しつつある。一般に農機の国内流通経路は， r商業者

ノレート」と「系統ノレート」の三つに大別される加。企業の出荷段階では商

業者ノレ ト」を通しているのが 7~8 剖であるが，第 3 図で示されるように，

販売会社及び特約j古から経済連，単位農協を経由するのが 2~3 割となってい

るため，最終的に農家に到達する段階では，農協経由が約 5割を占めている。

これは全国約 4，500カ所に拠点をもっ農協が， 470万戸の農家に深く根を下して

いるためでもあろう。農機の流通経路の中で，従来圧倒的であった「商業者ノレ

ート」の比重が， 1960年代のトラクター導入期に入ってから急激に減仏、 L，そ

れに代わって「系統ノレート」が主流となりつつある'"。またこれは， 1961年 実

第 3図農業機械の流通経路

向 業 訂 ル ト

(同I!反)

(在日)

メ
二L

プJ
-lf' 

系統 Jレ ー ト

〈注)1 数字〈Pd〕は系統農協の農機取故実績と占有率の推習を計算した上，
引用。資料の出所は第2図と同じ， 12へ-Yo

2 米は直BI':と卸のものを含む。

20) r商業者ノレ ト」とは， 企業別系列服売会社及び特約后〈代理屈〉 を経由ナる流通経路であ

り，全農，経済連〈県連合会)，単位農協(単協)を通じる経路は「系統ノLート」と呼ばれる(第

3図を参照)。
21) 七戸長生『農業機械化の動態過程』農業総合研究所， 1974年I 208ベージ。
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施の農業構造改善事業を通して供給された「農業近代化資金」が，いわゆる政

策融資の機関である農協系動に有利に作用したことからも説明できよう。逆に

いえば，最近の農協「系統ノレート」のめざましい強化ば 1新しい機械化の展

開を支えている藤和巳金融・政余金融と深くかかわっている」出という ζ とで

あろう。

こうした「系統ノレート」の強化に対して，大手企業のほとんどは，一方にお

いて自社系列販売会祉を全国各地に設置しており，農村市場で直接販売・サー

ピエを進めてきた。現在では，末端の特約屈まで包摂した形で， たとえば，

100グポタ(ヰセキ〉農機販売」などの名称で販売網を拡げてきている n 他

方においては，上述した自社販売網の強化とともに，農協「系統ノレート」との

取引を結んでいる。井関と久保田は前者を中心にして販売の系列化を進めてき

た。井関がこの方針を採用したのは，久保田との競争関係に突入した時点，す

なわち1954年頃であった制。現在それぞれ全国に販売会社約50社及び特約庖約

1，000庖をもっ井関と久保田の販売網は， それぞれの製品出荷台数約 8muを流

通させている。

これに対して三菱農機とヤンマー農機は，後者の「系統ノレート」との取引を

会社の主既路としている。とりわけ三菱が農協〔元全購連〉と取引を開始した

のは1934年であり，本格的な大量取引は1951年からである。 1959年から全生産

機種に組合マーグを付1..-，販売・技術両面の提携を行って発展してきたw。今

日に至っ ζも，その密接な関係はまだ続いているという。第2図にも見られる

ように， トラクターの生産における全農との提携が行われている。また旧佐藤

22) 同上， 216ベージ〈傍点は引用者による〉。
23) 1951年以前，井関と久保田と巴販売関係はきわめて協調的であり. 1ほとんど共同戦組で，有

力販売盾をそり傘下に擁し，末端では，共眠されていたわけであるロところが，クボタが作業機
の生産に罪り出し亡行くと，調整機は井関，発動機はクボタというわけには行かなしづという事
態が生じた〈岸田，前掲書.70ベージみなお， これが農機製造大企業による販売眉系列化の始
まりである。

24) 佐藤造機，前掲社史.60ページo なお. 1962年当時全焼連の扱う農機具年間150億円のうち半
分近くを当社白製品が占めた。たとえは耕転機の場合は実にそ0)70%が旧佐藤造機の製品であ
るといわれでいる。
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造機を合併して発足した三菱農機の持株比率は，三菱重工業の56%に次いで，

全農のそれが11%強となっている町。これだけからも，両者の関係がいかに密

接であるかが窺われよう。

以上のことから，専業・兼業大企業それぞれの販売戦略の類型的相違を導き

出すことは，今のところまだ困難である。流通経路における農協の比重の相違

も，専業，兼業の両類型に対応していない。しかし，これにつし、てのより立ち

入った検討は，今後の課題として残しておきたい。

V 小 括 と 展 望

以上.専業・兼業大企業の二類型についてそれぞれの企業成長の過程を分析

Lた。企業によってその成長形態は様々であり，また兼業企業の場合でも経営

種目に占める農機部門の比重は著しく異なっている。しかし，概して専業企業

はもっぱら農機生産の多様化を通して，企業成長を図っているのに対して，兼

業企業は企業成長のために，経営多角化の一環として農機部門に進出した， と

いうことができょう。しかも兼業企業の場合に，農機と生産技術が相似的な機

械製造部門を共通してもつことは，兼業大企業の農機分野参入のための，技術

的基盤のありかを示しているといってよいであろう。この技術的相似性，いい

かえれば応用可能性こそ多角化戦略を可能にした基礎である。その結果，上述

のように，後発企業である久保田が兼業企業であるにもかかわらず，当業界四

最大手であるという逆転現象が生じたりである。

さじ稲作の機械化一貫体系が実現された現在においては，農機工業は早〈

もその成熟期を迎えている。すでに述べたように， 1978年の第二次減反政策は

農機工業に深刻な影響を事えている。国内市場における主要機種の普及率は，

代表的3機種，すなわちトラグター，田植機，コ yバインが除いて，すでにほ

ぼ限界値に達している。したがって，圏内需要は今後代替需要しか期待できな

いと予測されるため，一部の大手企業は徐々に輸出拡大の方向に向いつつある。

25) 三菱農機株式会社「会社経歴需J1980年， 2へ ジ。
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第 4図 井関長機と久保田鉄工の部門別生産額田推移(1970~80年〕

3

1

1

0

0

0

G

O

O

 

-

h

P

2

1

0

9

8

7

 

1

1

1

 

jl 悶 p~l機

引

田

町

田

初

日

整地用故械
/一一~句、 / 

/ .-一、、ノ
/ ，.一~ー¥"/ーミ一一♂♂ー'ー/一

// / 一一ー〆収穫調整用機械

/ " / 

¥¥  /て~:~一一一一~一 謀略用紙械
一--~山 一一一一ニニニシ戸一一一一一一一一一一一言の他

十

1970 71 72 73 7.1， 7::' 76 77 18， 7g 80 IJコk

刊
惜
円
切6

 

j，j平田鉄工

総生産相

目。。

100 
民機U:タトの部門

---← ーー300 ~ 

---
200 

/
 /

 
，
 

、、、
、、

ー l空機部門

100 

1970 71 72 73 14 75 76 77 78 79 80 年次

[資料〕 井関農機(株〉及び久保田鉄工(株H有価証券報告書総覧J1970-80年よ
り作成。
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また生産計画の側面では，今後予想される転作の増大に備えて，稲作用機械以
庇

外の機種の開発が進められている。井関農機は，今後も繰り返されると見込ま

れる減反政策に備えて，国内市場向けには畑作用・園芸用機械などを開発し，

プラント事業等をも子がけようとしている。とりわけ各種機脱周作業機などを

きめ細く開発するよとを目指している問。よれは要するに，井関は農機部門も

しくは農機に直接関連する部門における製品多様イじないし製品細分イじによって，

今後も良機専業企業として生きのびようとしていることを示唆するものである。

これは久保田と根本的に相違する点である。久保田は輸出拡犬を強化しようと

している一方'"他方においては住宅関連，プラント・ェYvニアリ γグ，建

設機械等の各部門にも准出しようと努めている n 第 4図から明らかなように，

1977年以降久保田の農機部門の生産比率は非農機部門とttべ，相対的に減少す

る傾向を示している。これに対して井関の場合は，生産機種別構成が基本的に

はその比率をそれほど変えることなく推移している。このことは，井闘が今後

とも，農機生産に企業成長のための戦略的重点を置き続けることを予想させる

ものである。反対に久保田の場合は，その経営多角化の努力が脱農機傾向を一

層強める作用をひきおこ Lているといえるのである。大企業二類型の相異なる

戦略方向は， 日本農業機械工業のー産業部門としての存立そのものを左右する

ものといえよう。

(1983年3月 3日脱稿〕

26) 井関農機株式会社松山事務所の三浦博氏より聞き取り， 1981年3月18目。
27) 輸出では，農業機械ρ ほかにパイフ部門，エンジニアリング部門等に重点を置いている。今後

の輸出目標と Lては"'イフが同部門売上高の30%(1980年度， 14%) 農業機械25%(同 19.7 
%)となっているように，むしろ輸出戦略においてハイプに焦点が合わせられようとしているこ
とが注目される〈教育社編『機械業界上位10祉の経営比較J1980午. 261-62ベージ〉υ なお井関
白輸出については，輸白率が総売上高の約1割しか占めていない。これは久保田のそれに比べる
ときわめて低いものである， cj>"なわち19田年度のみを比較付，ぱ，久保田は337億円(総売上高
に対する割合20%)であるのに対して，井闘は117億円〈同11.9百〉にすぎない(輸出金額は，両社
の「有価証券報告書総覧J19BU年による〕。 とはいえ，最近では「井関が北米向け農機輸出に関
して，伊藤忠商事とほぼ全面的な提携を結ぶことになり，今撞アメりカ向けの輸出機種を順次増
やすこと」を狙っているといわれ日「日本経清新聞J1981年7月27日付朝刊)，今後井関の輸出傾
向は漸次強まることが予想されよう。



118 (田2)

E附記〕

第 132巻第3.4号

本稿は， 1982年経営史学会関西部会11月例会での報告に加筆したものてある。

なお本稿作成に当たり，貴重な資料を提供して下古り，またインタピューに快〈応じ

て下さ n た下記の方々(いずれも肩書は御協力頂いた当時のもの)，その他様々な形で御

指導，御協力下さった先生，先輩，知人諸氏に，心から甜意を表したいロ

大阪府立商工経済研究所所長山本順一氏，同研究所主査西国二郎氏。機械振興協会経

済研究所所長室長寺西武美氏。日本農業機械工業会理事中島元夫氏。農業機械化研究所

調査資料室伊梓裕子氏。日本経営史研先所所貝森真澄民。京都府経済農業協同組合連合

会施設機械部長浅田春朗氏，同連合会農業機械課調査役横山勲氏ロ井関農機株式会社東

京本社社長室副参事檎垣英行氏，同社人事勤労部副参事諏訪八郎氏，土屋健一氏，同社

松山事務所総務課係長三浦博民，同事務所広報サービス課西岡佳輝氏。久保田鉄工株式

会社大阪本社取締役経営管理部長田中要三氏，同才技量営管理部企画課主事松田直久氏。

ヤンマーディーゼL株式会社大阪本社人事部土屋良二氏。京滋ヰセキ販売株式会社取締

役官業副本部長川端将司氏。田中機械株式会社社長田中重隆応。


